埼玉県県税事務所窓口業務等委託一般競争入札公告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２４年１２月１２日

埼玉県知事　上　田　清　司　
１　調達内容

（１）委託業務件名及び数量

埼玉県県税事務所窓口業務等委託　一式

（２）委託業務の仕様等

入札説明書及び仕様書による。

（３）業務実施期間

平成２５年３月１日から平成２７年２月２８日まで

ただし、翌年度以降において、歳入歳出予算の当該契約の金額について減額又は削除があった場合、当該契約は解除する。

なお、研修等の事前準備については、開始日以前に完了させておくものとする。

（４）業務実施場所

　　ア　埼玉県さいたま県税事務所

　　イ　埼玉県川口県税事務所

　　ウ　埼玉県朝霞県税事務所

　　エ　埼玉県春日部県税事務所

　　オ　埼玉県越谷県税事務所

（５）入札方法

本件入札は、紙媒体の入札書を直接提出することにより行う。

また、入札金額については、業務実施期間全体の総額を記載すること。

　　　なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の５パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の１０５分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

２　競争入札参加資格

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者であること。

（２）県税事務所窓口業務一般競争入札参加資格者登録名簿に登録されている者で、入札参加資格者としてＡ等級に格付けされた者であること。

（３）本件入札の公告日から落札決定までの期間に、埼玉県の契約に係る入札参加停止等の措置要綱（平成２１年３月３１日付け入審第５１３号）に基づく入札参加停止措置を受けていない者であること。

（４）本件入札の公告日から落札決定までの期間に、埼玉県の契約に係る暴力団排除措置要綱（平成２１年４月１日付け入審第９７号）に基づく入札参加除外措置を受けていない者であること。

（５）埼玉県の区域内に事業所を有すること。

（６）埼玉県の県税にかかる徴収金に滞納がないこと。

（７）ＩＳＭＳ認証又はプライバシーマークの認定を現に受け、継続して２年間以上受けている者であること。

（８）平成２４年１２月１日現在で、過去５年間に、国又は地方公共団体から本件業務と類似の業務を複数回受注し、すべて誠実に履行した実績のある者であること。なお、類似する業務とは、案内サービス・コールセンター・ヘルプデスクなど、住民と直接又は電話で応対し、公共サービスの提供等を行う業務をいう。

（９）業務開始日までに埼玉県証紙条例（昭和３９年埼玉県条例第６３号）に基づく埼玉県証紙売りさばき人の指定を受け、各業務実施場所において証紙の売りさばき及びこれに伴う事務処理ができること。

（10）平成２４年１２月１日現在で、過去３年間に、普通地方公共団体の公金又は電気、ガス、水道、電話、テレビ視聴料その他これらに類する料金の収納及び収納した金銭を、金融機関に払い込むまでの事務の実績を有すること。

３　入札説明書及び仕様書の入手方法等

（１）入手方法

入札説明書は、この公告の日から平成２４年１２月２０日（木）午後５時まで、以下の場所において交付する。
仕様書は、この公告と合わせて埼玉県ホームページの税務課ページに掲載する。
交付の際、入札及び仕様に関する注意事項を説明するので、入札参加を希望する者は、事前に連絡の上、必ず税務課に来課すること。

　　　【交付場所】

埼玉県総務部税務課　総務・企画担当（埼玉県庁本庁舎３階）

埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目１５番１号

電話０４８－８３０－２６４０（直通）

（２）質問に関する事項

仕様書等に関して質問がある場合は、次のとおり質問することができる。

ア　質問受付期間

　　　　平成２４年１２月２５日（火）午後５時まで

　　イ　質問方法

　　　　質問票（入札説明書参照）によりファクシミリ又は電子メールにて６の問い合わせ先の担当者に提出すること。

　　ウ　質問に対する回答

　　　　入札参加者全員に回答すべき回答があった場合は、一般競争入札参加資格確認申請書を提出したすべての者に平成２４年１２月２８日（金）午後５時までに電子メールで回答を送付する。

（３）入札説明会

開催しない。

４　入札・開札の日時及び場所

　　平成２５年１月１１日（金）午前１０時

　　埼玉県庁第２庁舎１０階（南側）税務課分室

５　その他

（１）入札保証金及び契約保証金

　　ア　入札保証金

　　　　入札者は、見積もった契約金額に入札保証金の率（１００分の５以上）を乗じて得た額を納付するものとする。ただし、埼玉県財務規則（昭和３９年埼玉県規則第１８号。以下「財務規則」という。）第９３条第２項の規定に該当する場合は免除する。

　　イ　契約保証金

　　　　契約の相手方は、契約金額に契約保証金の率（１００分の１０以上）を乗じて得た額を納付するものとする。ただし、財務規則第８１条第２項の規定に該当する場合は、免除する。

（２）入札者に要求される事項

この一般競争入札への参加を希望する者は、入札説明書に示す必要な書類を上記４の交付場所に平成２４年１２月２８日（金）午後５時まで（必着）に郵送又は直接に提出し、競争入札参加資格の確認を得なければならない。

また、入札事務の担当者から、提出した書類に関し説明を求められた場合は、それに応じなければならない。

（３）入札の無効

　　　次に掲げる入札書は無効とする。

　　ア　この公告に示した競争入札参加資格のない者の提出した入札書

　　イ　入札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書

　　ウ　財務規則第９７条の規定に該当する入札書

（４）契約書作成の要否

　　　要

（５）最低制限価格の設定

　　　財務規則第９５条の規定に基づいて、最低制限価格を設ける。

（６）落札者の決定方法

　　　財務規則第９４条の規定に基づいて定められた予定価格の制限範囲内で、かつ最低制限価格以上の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

（７）支払条件

　　　発注者埼玉県は、適法な請求書を受理した日から３０日以内に委託料を受注者に支払うものとする。

（８）その他詳細は入札説明書及び仕様書による。

６　この公告に関する問い合わせ先

　　埼玉県総務部税務課　総務・企画担当（埼玉県庁本庁舎３階）

　　担当：西村・黒澤

〒330-9301　埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目１５番１号

電話 ０４８－８３０－２６４０（直通）

FAX　０４８－８３０－４７３７

　　E-mail　a2640@pref.saitama.lg.jp

